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公   告 

１ 定款の変更 

●名古屋市職員共済組合定款の一部変更

名古屋市職員共済組合定款の一部変更をここに公告する。 

平成30年 3 月31日 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

名古屋市職員共済組合定款第 2 号 

名古屋市職員共済組合定款の一部変更 

 名古屋市職員共済組合定款（昭和37年名古屋市職員共済組合定款第 1号）の

一部を次のように変更する。 

 第40条第 1項の表中「1,000分の45」を「1,000分の41」に、「1,000分の 

2.11」を「1,000分の1.72」に改める。 

第40条の 2中「1,000分の90」を「1,000分の82」に改める。 

第44条中「平成29年度」を「平成30年度」に、「2,080円」を「2,415円」 

に改める。 

附 則 

１ この変更は、平成30年 4月 1日から施行する。 

２ 変更後の第40条第 1項及び第40条の 2の規定は、平成30年 4月分以後の掛

金及び負担金並びに任意継続掛金について適用し、同年 3月分以前の掛金及

び負担金並びに任意継続掛金については、なお従前の例による。 
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●名古屋市職員共済組合定款の一部変更 

 

名古屋市職員共済組合定款の一部変更をここに公告する。 

   

平成30年 5月 1日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合定款第 3号 

 

名古屋市職員共済組合定款の一部変更 

 

 名古屋市職員共済組合定款（昭和37年名古屋市職員共済組合定款第 1号）の

一部を次のように変更する。 

 

 第36条第 2項、第36条の 2第 1項及び附則第 4項中「第23条の 3の 3」を「

第23条の 3の 2」に改める。 

附 則 

１ この変更は、平成29年 8月 1日から施行する。 

２ 施行日前に行われた療養に係るこの定款の規定による家族療養費附加金及

び家族訪問看護療養費附加金並びに一部負担金払戻金の支給については、な

お従前の例による。 
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２ 規則の改正等 

 

●名古屋市職員共済組合運営規則の一部を変更する規則 

 

名古屋市職員共済組合運営規則の一部を改正する規則をここに公告する。 

   

平成３０年３月３１日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合規則第３号 

 

名古屋市職員共済組合運営規則の一部を改正する規則 

 

名古屋市職員共済組合運営規則（昭和３７年１２月１日名古屋市職員共済組

合規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表を次のように改める。 

名称 

所属所（甲類） 所属所（乙類） 

所属職員 
所属所の

長 
所属職員 

所属所の

長 

１ 市一

般所

属所 

次号から

第４号ま

でのいず

れにも所

属しない

名古屋市

職員 

名古屋市

総務局職

員部給与

課長 

ア 名古屋市事務分掌条例

（昭和２２年名古屋市条

例第１６号）第１条に掲

げる局及び室に所属する

職員。ただし、エに掲げ

る福祉事務所に所属する

職員を除く。  

当該局及

び室の庶

務担当課

長  

   イ 会計管理者補助組織規

則（昭和３９年名古屋市

規則第３５号）第１条に

掲げる室に所属する職員 

当該室の

庶務担当

課長  

3 名古屋市職員共済組合公報　第143号　平成30年7月31日 2018.7



   ウ 名古屋市会事務局条例

（昭和２５年名古屋市条

例第２６号） 第１条に掲

げる局、名古屋市選挙管

理委員会規程（昭和４４

年名古屋市選挙管理委員

会規程第２号）第１８条

に掲げる局、 名古屋市監

査委員条例（昭和３９年

名古屋市条例第６号）第

４条第１項に掲げる局又

は名古屋市人事委員会事

務局に所属する職員  

当該室の

庶務担当

課長又は

次長  

   エ 区の設置並びに区の事

務所の位置、名称、所管

区域及び分掌事務に関す

る条例（昭和３３年名古

屋市条例第２１号）第２

条に掲げる区の事務所、

福祉事務所設置条例（ 昭

和２６年名古屋市条例第

４６号）第１条に掲げる

福祉事務所、区の選挙管

理委員会に置かれる事務

室又は農業委員会に置か

れる事務局に所属する職

員 

 

   オ 名古屋市教育委員会事

務局に所属する職員 

当該事務

局の庶務

担当課長 
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   カ 消防本部及び消防署の

設置等に関する条例（昭

和３８年名古屋市条例第

５５号） 第１条に掲げる

本部又は署に所属する職

員 

名古屋市

消防局総

務部職員

課長 

２ 交通

所属

所 

名古屋市

交通局に

所属する

職員 

名古屋市

交通局営

業本部総

務部労務

課長 

  

３ 上下

水道

所属

所 

名古屋市

上下水道

局に所属

する職員 

名古屋市

上下水道

局総務部

労務課長 

  

４ 病院

所属

所 

名古屋市

病院局に

所属する

職員 

名古屋市

病院局管

理部総務

課長 

  

５ 名港

所属

所 

名古屋港

管理組合

の職員 

名古屋港

管理組合

総務部職

員課長 

  

６ 名輪

所属

所 

名古屋競

輪組合の

職員 

名古屋競

輪組合総

務部長 

  

７ 共済

組合

所属

所 

名古屋市

職員共済

組合事務

局に所属

する職員 

名古屋市

職員共済

組合次長 

  

附 則 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 
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●貯金規則の一部を改正する規則 

 

貯金規則の一部を改正する規則をここに公告する。 

   

平成３０年３月３１日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合規則第４号 

 

貯金規則の一部を改正する規則 

 

貯金規則（昭和３９年１０月１日名古屋市職員共済組合規則第１号）の一部

を次のように改正する。 

 

第２条第２項中「年０．５０パーセント」を「年０．４５パーセント」に改

める。 

附 則 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 

 

●高額医療貸付及び出産貸付規則の一部を改正する規則 

 

高額医療貸付及び出産貸付規則の一部を改正する規則をここに公告する。 

   

平成３０年５月１日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合規則第５号 

 

高額医療貸付及び出産貸付規則の一部を改正する規則 

 

高額医療貸付及び出産貸付規則（平成２０年１１月２８日名古屋市職員共済
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組合規則第４号）の一部を次のように改正する。 

 

第６条第一号中「第２３条の３の３」を「第２３条の３の２」に改める。 

附 則 

この規則は、平成２９年８月１日から施行する。 

 

 

 

●名古屋市職員共済組合運営規則の一部を変更する規則 

 

名古屋市職員共済組合運営規則の一部を変更する規則をここに公告する。 

   

平成３０年６月２７日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合規則第６号 

 

名古屋市職員共済組合運営規則の一部を変更する規則 

 

名古屋市職員共済組合運営規則（昭和３７年１２月１日名古屋市職員共済組

合規則第１号）の一部を次のように変更する。 

 

 第７条第１項中「次の各号」を「法第１４４条の３３第１項各号」に改め、

同項各号を削り、同条第２項中「事務」の次に「（当該療養の給付の審査を含

む。）」を加える。 

附 則 

 この規則は、公告の日から施行し、平成３０年５月１日から適用する。 
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３ 規程の改正等 

 

●管理規程の一部を改正する規程 

 

管理規程の一部を改正する規程をここに公告する。 

 

平成３０年３月３１日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合規程第２号 

 

管理規程の一部を改正する規程 

 

管理規程（昭和３７年名古屋市職員共済組合規程第３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 第８条第１項中「課長」を「次長」に改め、「、副係長」を削り、同条第３項

中「課長」を「次長」に改め、同条第５項を削る。 

 第９条を次のように改める。 

 （組織） 

第９条 事務局に事務係、長期給付係、短期給付係、事業係及び保健指導係を

置き、その分掌事務は、次のとおりとする。 

事務係 

一 組合会  

二 組合の事業計画の調整並びに組合の予算及び決算  

三 組合の諸規程、組合公報その他の文書及び公印  

四 人事及び給与  

五 余裕金の運用  

六 業務経理の事業計画及び執行（他係の主管に属するものを除く。） 

七 貯金経理の事業計画及び執行  

八 経過的長期預託金管理経理の事業計画及び執行  

九 他係の主管に属しないこと｡  

長期給付係  

 一 厚生年金保険経理の事業計画及び執行（他係の主管に属するものを除 
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く。）  

二  退職等年金経理の事業計画及び執行（他係の主管に属するものを除 

く。）  

三  経過的長期経理の事業計画及び執行（他係の主管に属するものを除 

く。）  

四 組合員原票の作成及び保管  

短期給付係  

一 短期経理の事業計画及び執行  

二 組合員の資格の得喪  

三 被扶養者の認定  

四 掛金及び負担金（組合員の給与を算定の基礎とするものに限る。）の徴収  

五 国民年金第３号被保険者の届出代行  

事業係  

一 保健経理の事業計画及び執行（他係の主管に属するものを除く。）  

二 貸付経理の事業計画及び執行  

三 退職等年金預託金管理経理の事業計画及び執行 

保健指導係  

一 保健指導の計画及び実施 

 第１１条第１項中「課長共通代決事項」の項並びに「共済課長代決事項」の

項及び「事業課長代決事項」の項を削り、事務局長代決事項の項の次に次のよ

うに加える。 

 次長代決事項 

 一 組合員資格の決定に関すること。 

 二 標準報酬の決定及び改定に関すること。 

 三 組合員証、組合員被扶養者証、高齢受給者証、限度額適用認定証、限度

額適用・標準負担額減額認定証、特定疾病療養受領証、任意継続組合員証

及び任意継続組合員被扶養者証の発行、更新並びに検認及び組合員原票の

整理その他組合員に関すること。 

 四 組合員被扶養者の認定に関すること。 

 五 短期給付の決定並びに同給付及び社会保険診療報酬支払基金への各支払

に関すること。  

 六 福祉事業の決定に関すること 

七 組合職員の勤務場所の決定並びに休暇、超過勤務命令、休日勤務命令、 職

務専念義務の免除及び欠勤に関すること。  

八 係長以下の日帰りの県内旅行命令並びに係長の在勤地及び附近地の出張

命令に関すること。  
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九 一廉１，０００万円以下の取引（組合の余裕金運用を除く。）の決定及び

契約に関すること。  

十 文書の進達及び申請並びに証明及び照合その他文書に関すること。 

十一 その他前各号に準ずること。  

 第１１条第２項中「主管の課長」を「次長」に改める。 

 第１７条第２項を次のように改める。 

２ 公印の管主者は、次長とする。 

 第１８条第１項中「三菱東京ＵＦＪ銀行」を「三菱ＵＦＪ銀行」に改め、同

項第一号中「三井住友信託銀行名古屋営業部」の次に「、関西アーバン銀行名

古屋支店」を加え、同項第六号中「三菱ＵＦＪ銀行東海公務部」の次に「、関

西アーバン銀行名古屋支店」を加え、同項第八号中「三井住友信託銀行名古屋

栄支店」の次に「、関西アーバン銀行名古屋支店」を加え、同項第九号中「み

ずほ信託銀行名古屋支店」の次に「、三井住友信託銀行名古屋栄支店、関西ア

ーバン銀行名古屋支店」を加える。 

 別表名古屋市職員共済組合共済課長の項及び名古屋市職員共済組合事業課長

の項を削り、名古屋市職員共済組合事務局長の項の次に次のように加える。 

名古屋市職員共済 

組 合 事 務 局 次 長 
やまと古字 方 ２１ 

 

   附 則 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第９条の改正規定

にかかわらず、当分の間、事業係及び保健指導係を健康管理室と総称する。 

 

 

 

●名古屋市職員共済組合職員就業規程の一部を改正する規程 

 

名古屋市職員共済組合職員就業規程の一部を改正する規程をここに公告する。 

   

平成３０年３月３１日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職 

員共済組合 

事務局次長 

2018.7 名古屋市職員共済組合公報　第143号　平成30年7月31日 10



名古屋市職員共済組合規程第３号 

 

名古屋市職員共済組合職員就業規程の一部を改正する規程 

 

名古屋市職員共済組合職員就業規程（平成２０年名古屋市職員共済組合規程

第６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１５条第５号中「共済課長」を「次長」に改める。                                     

   附 則 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 

 

●名古屋市職員共済組合嘱託員就業規程の一部を改正する規程 

 

名古屋市職員共済組合嘱託員就業規程の一部を改正する規程をここに公告す

る。 

   

平成３０年３月３１日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合規程第４号 

 

名古屋市職員共済組合嘱託員就業規程の一部を改正する規程 

 

名古屋市職員共済組合嘱託員就業規程（平成１５年名古屋市職員共済組合規

程第４号）の一部を次のように改正する。 

  

第１条の２を削る。 

第３条を次のように改める。 

第３条 削除 

「第２章 勤務時間、勤務を要しない日及び休暇」を「第２章 職務、勤務

時間、勤務を要しない日及び休暇」に改める。 

第４条の見出しを「職務及び勤務時間等」に改め、同条中第１項を削り、同

条第２項中「勤務時間の割振り」を「名称、職務、勤務時間、勤務時間の割振
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り」に、「次表」を「別表第１」に改め、同項の表を削り、同項を同条第１項

とし、同条第３項を同条第２項とし、同条第４項中「前３項の勤務時間を超え

て」を「前２項に規定する勤務時間の割振りではない時間及び週の勤務日では

ない日に」に改め、同項を同条第３項とする。 

第５条の見出しを「休日」に改め、同条第１項中「１月３日までの日（祝日

法に規定する休日を除く。）には、別に命せられた場合を除き」を「１月３日

までの日（祝日法に規定する休日を除く。）は、休日とし」に改め、同条に次

の１項を加える。 

２ 事務局長が業務上特に必要と認めるときは、事務局長は前項に規定する休

日に勤務を命じることができる。 

 第６条に次の１項を加える。 

２ 第４条第３項の規定により週の勤務日ではない日に勤務し、かつ、その勤

務時間が第４条で規定する１日の勤務時間以上の場合、現に勤務した日を、

他の勤務日と振り替えることができる。 

第７条第１項中「別表」を「別表第２」に改め、同条第２項中「第４条第４

項」を「第４条第３項及び第５条第２項」に、「第１５条」を「第１５条及び 

第１６条第２項」に改める。 

第１７条第１項中「ただし、４月１日以外の日に委嘱された者の委嘱期間 

は、委嘱日の属する年度の末日までとする。」を削り、同条第２項第３号を次

のように改める。 

（３）委嘱期間中に、再雇用規則第６条第１０項に規定する病気休暇を取得し

た日数が、通算して７５日（週４日勤務の者にあっては６０日）を超えて

いる場合。ただし、病気休暇を取得した後、１年を超えて再び病気休暇を

取得したときは、前後の病気休暇を取得した日数は通算しない。 

 第１８条第１項第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号を第３号とす 

る。 

 別表を削り、附則の次に別表として次の２表を加える。 

 別表第１ （第４条関係）   

嘱託員の

名称 
職務 勤務時間 勤務時間の割振り 

週の勤務

日数 

事務主任

嘱託員 

高度な相

談窓口業

務等 

１週間につ

き、休憩時

間を除き週

３０時間と

する。 

午前８時４５分から午後５

時３０分までの間において

１日６時間とする。なお、

休憩時間は、正午から午後

１時までとする。 

月曜日か

ら金曜日

までの５

日 
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事務嘱託

員 

 

内勤的事

務等 

１週間につ

き、休憩時

間を除き週

３０時間と

する。 

午前８時４５分から午後５

時３０分までの間において

１日６時間とする。なお、

休憩時間は、正午から午後

１時までとする。 

月曜日か

ら金曜日

までの５

日 

保健師嘱

託員 

疾病予防

・健康保

持増進に

関する保

健師業務 

１週間につ

き、休憩時

間を除き週

３０時間と

する。 

午前８時４５分から午後５

時３０分までの間において

１日６時間とする。なお、

休憩時間は、正午から午後

１時までとする。 

月曜日か

ら金曜日

までの５

日 

栄養士嘱

託員 

（長時間

勤務） 

疾病予防

・健康保

持増進に

関する栄

養士業務 

１週間につ

き、休憩時

間を除き週

３７時間３

０ 分 と す 

る。 

午前８時４５分から午後５

時３０分までの間において

１日７時間３０分とする。 

なお、休憩時間は、正午か

ら午後１時までとする。 

 

月曜日か

ら金曜日

までの５

日 

栄養士嘱

託員 

（短時間

勤務） 

疾病予防

・健康保

持増進に

関する栄

養士業務 

１週間につ

き、休憩時

間を除き週

３０時間と

する。 

午前８時４５分から午後５

時３０分までの間において

１日６時間とする。なお、

休憩時間は、正午から午後

１時までとする。 

月曜日か

ら金曜日

までの５

日 

 別表第２ （第７条関係） 

嘱託員の名称 報酬月額 

事務主任嘱託員 ２５７，０００円 

事務嘱託員 ２２８，０００円 

保健師嘱託員 ２５７，０００円 

栄養士嘱託員（長時間勤務） ２８５，０００円 

栄養士嘱託員（短時間勤務） ２２８，０００円 

  附 則 

１ この規程は、平成３０年４月１日（以下「施行日」という。）から施行す

る。 

２ 名古屋市職員共済組合健康管理室嘱託員就業規程（平成２０年名古屋市職

員共済組合規程第９号）は、施行日の前日から廃止する。 
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●名古屋市職員共済組合健康管理室常勤嘱託医師就業規程の一部を改正する規

程 

 

名古屋市職員共済組合健康管理室常勤嘱託医師就業規程の一部を改正する規

程をここに公告する。 

   

平成３０年３月３１日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合規程第５号 

 

名古屋市職員共済組合健康管理室常勤嘱託医師就業規程の一部を改正す

る規程 

 

名古屋市職員共済組合健康管理室常勤嘱託医師就業規程（平成２０年名古屋

市職員共済組合規程第１０号）の一部を次のように改正する。 

  

 題名、第１条及び第３条中「健康管理室」を削る。 

 第４条第２項中「午後５時」を「午後５時１５分」に、「４５分間」を「 

６０分間」に改める。 

   附 則 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 

 

●名古屋市職員共済組合係長心得の設置に関する規程の一部を改正する規程 

 

名古屋市職員共済組合係長心得の設置に関する規程の一部を改正する規程を

ここに公告する。 

   

平成３０年３月３１日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 
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名古屋市職員共済組合規程第６号 

 

名古屋市職員共済組合係長心得の設置に関する規程の一部を改正する規

程 

 

名古屋市職員共済組合係長心得の設置に関する規程（平成２６年名古屋市職

員共済組合規程第１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条中「事業課保健指導係」を「保健指導係」に改める。 

   附 則 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 

 

●名古屋市職員共済組合診療報酬明細書等の保存に係る運用管理規程の一部を

改正する規程 

 

名古屋市職員共済組合診療報酬明細書等の保存に係る運用管理規程の一部を

改正する規程をここに公告する。 

   

平成３０年３月３１日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合規程第７号 

 

名古屋市職員共済組合診療報酬明細書等の保存に係る運用管理規程の一

部を改正する規程 

 

名古屋市職員共済組合診療報酬明細書等の保存に係る運用管理規程（平成 

２３年名古屋市職員共済組合規程第６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第２項中「共済課長」を「次長」に改める。 

   附 則 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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●名古屋市職員共済組合保健事業に関する規程の一部を改正する規程 

 

名古屋市職員共済組合保健事業に関する規程の一部を改正する規程をここに

公告する。 

   

平成３０年３月３１日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合規程第８号 

 

名古屋市職員共済組合保健事業に関する規程の一部を改正する規程 

 

名古屋市職員共済組合保健事業に関する規程（平成２０年名古屋市職員共済

組合規程第１３号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表中「郵便による検診（胃がん）」を「郵送による胃がん検診」に改め 

る。 

別表備考中「健康管理室」を「事務局の指定する機関」に改める。 

   附 則 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 

 

●徴収事務受託規程を廃止する規程 

 

徴収事務受託規程を廃止する規程をここに公告する。 

   

平成３０年３月３１日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合規程第９号 

 

徴収事務受託規程を廃止する規程 
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徴収事務受託規程（昭和５５年名古屋市職員共済組合規程第６号）は、廃止

する。                                     

   附 則 

 この規程は、公告の日から施行する。 

 

 

 

●名古屋市職員共済組合個人情報保護規程の全部を改正する規程 

 

名古屋市職員共済組合個人情報保護規程の全部を改正する規程をここに公告

する。 

   

平成３０年５月１日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合規程第１０号 

 

名古屋市職員共済組合個人情報保護規程 

 

 名古屋市職員共済組合個人情報保護規程（平成２７年名古屋市職員共済組合規

程第８号）の全部を改正する。 

 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 個人情報の管理体制（第３条） 

第３章 個人情報の取得等（第４条―第７条） 

第４章 個人情報の管理（第８条―第１６条） 

第５章 個人情報の第三者提供（第１７条―第２２条） 

第６章 保有個人データの開示等（第２３条―第３２条） 

第７章 苦情処理（第３３条） 

第８章 匿名加工情報の作成等（第３４条） 

第９章 その他（第３５条・第３６条） 

附則 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、名古屋市職員共済組合（以下「組合」という。）が管理す

る個人情報の保護及び適正な取扱いの確保に関し必要な事項を定めることに

より、個人の権利利益の保護を図るとともに、組合の行う事業の適正な運営に

資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１）個人情報 生存する個人に関する情報であって、次に掲げるもののいずれ

かに該当するものをいう。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しく

は電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式をいう。次号イにおいて同じ。）

で作られる記録をいう。第７条第２項において同じ。）に記載され、若し

くは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項

（個人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別す

ることができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより

特定の個人を識別することができることとなるものを含む。） 

イ 個人識別符号が含まれるもの 

（２）個人識別符号 次に掲げるもののいずれかに該当する文字、番号、記号そ

の他の符号のうち、個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５年政令第

５０７号。以下「令」という。）第１条に定めるものをいう。 

ア 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換

した文字、番号、記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別する

ことができるもの 

イ 個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に

関し割り当てられ、又は個人に発行されるカードその他の書類に記載され、

若しくは電磁的方式により記録された文字、番号、記号その他の符号であ

って、その利用者若しくは購入者又は発行を受ける者ごとに異なるものと

なるように割り当てられ、又は記載され、若しくは記録されることにより、

特定の利用者若しくは購入者又は発行を受ける者を識別することができ

るもの 

（３）要配慮個人情報 本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯

罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利

益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして令第２条各
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号のいずれかを内容とする記述等（本人の病歴又は犯罪の経歴に該当するも

のを除く。）が含まれる個人情報をいう。 

（４）個人情報データベース等 個人情報を含む情報の集合物であって、次に

掲げるもの（利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれが少ないも

のとして令第３条第１項各号のいずれにも該当するものを除く。）をいう。 

ア 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体

系的に構成したもの 

イ アに掲げるもののほか、個人情報を一定の規則に従って整理することに

より特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成

した情報の集合物であって、目次、索引その他検索を容易にするためのも

のを有するもの 

（５）個人データ 個人情報データベース等を構成する個人情報をいう。 

（６）保有個人データ 組合が開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、

消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権限を有する個人デー

タであって、その存否が明らかになることにより公益その他の利益が害され

るものとして次に掲げるもの又は６月以内に消去することとなるもの以外

のものをいう。 

ア 本人又は第三者の生命、身体又は財産に危害が及ぶおそれがあるもの 

イ 違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがあるもの 

ウ 国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損な

われるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉に不利益を被るおそれ

があるもの 

エ 犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障が及

ぶおそれがあるもの 

（７）本人 個人情報によって識別される特定の個人をいう。 

（８）匿名加工情報 次に掲げる個人情報の区分に応じてそれぞれに定める措置

を講じて特定の個人を識別することができないように個人情報を加工して

得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することができな

いようにしたものをいう。 

ア 第１号アに該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述等の一部

を削除すること（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有し

ない方法により他の記述等に置き換えることを含む。）。 

イ 第１号イに該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人識別符号

の全部を削除すること（当該個人識別符号を復元することのできる規則性

を有しない方法により他の記述等に置き換えることを含む。）。 
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第２章 個人情報の管理体制 

（個人情報保護管理者及び個人情報保護管理補助者） 

第３条 個人情報の安全管理のため、組合に個人情報保護管理者及び個人情報保

護管理補助者を置く。 

 

第３章 個人情報の取得等 

（利用目的の特定） 

第４条 組合は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的（以下「利

用目的」という。）をできる限り特定しなければならない。 

２ 組合は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と関連性を有する

と合理的に認められる範囲を超えてはならない。 

（利用目的による制限） 

第５条 組合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特定され

た利用目的の達成に必要な範囲を超えてはならない。 

２ 合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者（個人情報の保護に関する

法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）第２条第５項に規定す

る個人情報取扱事業者をいう。）から業務を承継することに伴って個人情報を

取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、承継前における個人情報

の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならな

い。 

３ 前２項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

（１）法令に基づく場合 

（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の

同意を得ることが困難であるとき。 

（３）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合

であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。 

（４）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事

務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を

得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

（適正な取得） 

第６条 組合は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。 

２ 組合は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、要

配慮個人情報を取得してはならない。 

（１）法令に基づく場合 

（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の

同意を得ることが困難であるとき。 
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（３）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合

であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。 

（４）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事

務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を

得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

（５）当該要配慮個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体、法第７６条第１

項各号に掲げる者その他次に掲げる者により公開されている場合 

  ア 外国政府、外国の政府機関、外国の地方公共団体又は国際機関 

  イ 外国において法第７６条第１項各号に掲げる者に相当する者 

（６）その他前各号に掲げる場合に準ずるもので、次に掲げるもの 

ア 本人を目視し、又は撮影することにより、その外形上明らかな要配慮個

人情報を取得する場合 

イ 法第２３条第５項各号に掲げる場合において、個人データである要配慮

個人情報の提供を受けるとき 

（取得に際しての利用目的の通知等） 

第７条 組合は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表し

ている場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しな

ければならない。 

２ 組合は、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結することに伴っ

て契約書その他の書面（電磁的記録を含む。以下この項において同じ。）に記

載された当該本人の個人情報を取得する場合、その他本人から直接書面に記載

された当該本人の個人情報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、その

利用目的を明示しなければならない。ただし、人の生命、身体又は財産の保護

のため緊急に必要がある場合は、この限りでない。 

３ 組合は、利用目的を変更した場合は、変更した利用目的について、本人に通

知し、又は公表しなければならない。 

４ 前３項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

（１）利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、

身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

（２）利用目的を本人に通知し、又は公表することにより組合の権利又は正当な

利益を害するおそれがある場合 

（３）国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協

力する必要がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表するこ

とにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

（４）取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合 

５ インターネットその他の高度通信ネットワーク上でその付随する機能を用
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いて、本人から自動的にメールアドレス等の個人情報を取得する場合は、その

事実と利用目的を通知し、又は公表しなければならない。 

 

第４章 個人情報の管理 

（データ内容の正確性の確保等） 

第８条 組合は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確か

つ最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、当該個人デ

ータを遅滞なく消去するよう努めなければならない。 

（職員等の責務） 

第９条 次に掲げる者（以下「職員等」という。）は、その業務に関して知り得

た個人データの内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはな

らない。 

（１）組合役員若しくは職員又は役員であった者若しくは職員であった者 

（２）第１４条第１項に規定する委託先に従事する者又は従事していた者 

（３）第１４条第２項に規定する派遣された職員又は派遣されていた者 

２ 職員等は、この規程の定めるところに従い、適正な個人情報の管理に努めな

ければならない。 

（安全管理措置） 

第１０条 組合は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又は毀損（以下「漏

えい等」という。）の防止その他の個人データの安全管理のために必要かつ適

切な措置を講じなければならない。 

（職員等の監督） 

第１１条 組合は、職員等に個人データを取り扱わせるに当たっては、当該個人

データの安全管理が図られるよう、当該職員等に対する必要かつ適切な監督を

行わなければならない。 

（教育・訓練の実施） 

第１２条 組合は、職員等の知識・技能の習得及び個人情報の保護に対する職業

倫理の向上のため、職員等に職責、経験等を考慮した教育・訓練を行うものと

する。 

（守秘義務等） 

第１３条 個人情報を取り扱う業務に従事する者又は従事していた者は、組合の

業務に関して知り得た個人情報を漏えいし、又は不当な目的に利用してはなら

ない。 

（委託） 

第１４条 組合は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、個人

情報に関する秘密保持その他個人情報の保護の水準を満たしている者を委託
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先とし、委託先が講じるべき安全管理措置等に関し必要な事項を委託契約書等

に明記するものとする。 

２ 組合は、個人情報の取扱いを派遣協定等により派遣された職員等に行わせる

場合には、個人情報の適切な取扱いに関する事項を当該派遣協定書に明記する

ものとする。 

３ 組合は、委託した個人データの安全管理が図れるよう、委託先に対し必要か

つ適切な監督を行うものとする。 

（事故発生時の対応） 

第１５条 個人情報の漏えい等の事案の発生又はその兆候を察知した者は、直ち

に個人情報保護管理者に報告しなければならない。 

２ 個人情報保護管理者は、前項の規定により、個人情報の漏えい等の事案の兆

候の連絡を受けた場合には、事故を事前に防ぐための必要な措置を講じるもの

とする。 

３ 個人情報保護管理者は、第１項の規定により、個人情報の漏えい等の事故

発生の連絡を受けた場合には、速やかに事故の経緯及び被害状況等を調査し、

復旧のための必要な措置を講じるとともに、当該事故の状況等について理事長

に報告しなければならない。 

４ 前項の規定による報告の内、長期給付に関する事項については、全国市町村

職員共済組合連合会にも併せて報告しなければならない。 

５ 理事長は、第３項の規定により、個人情報の漏えい等の事故発生の連絡を受

けた場合は、個人情報保護委員会に報告しなければならない。 

  ただし、法第４４条第１項の規定により、法第４０条第１項の規定による権

限が総務大臣に委任された場合は、総務大臣の指示に基づいて行うものとする。 

（収集等の原則） 

第１６条 組合は、個人情報の収集、保管又は利用に当たっては、地方公務員等

共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）等に基づき、組合が所掌する業務の

目的達成に必要な最小限の範囲で、適正に行わなければならない。 

 

第５章 個人情報の第三者提供 

（第三者提供の制限） 

第１７条 個人データについては、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人

の同意を得なければ第三者に提供してはならない。 

（１）法令に基づく場合 

（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の

同意を得ることが困難であるとき。 

（３）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合
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であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。 

（４）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事

務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を

得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

（本人への通知等により第三者に提供できる場合） 

第１８条 組合は、第三者に提供される個人データ（要配慮個人情報を除く。以

下この項において同じ。）について、本人の求めに応じて当該本人が識別

される個人データの第三者への提供を停止することとしている場合であって、

次に掲げる事項について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り

得る状態に置くとともに、個人情報保護委員会に届け出たときは、前条の規定

にかかわらず、当該個人データを第三者に提供することができる。 

（１）第三者への提供を利用目的とすること。 

（２）第三者に提供される個人データの項目 

（３）第三者への提供の方法 

（４）本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を

停止すること。 

（５） 本人の求めを受け付ける方法  

２ 組合は、前項第２号、第３号又は第５号に掲げる事項を変更する場合は、変

更する内容について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る

状態に置くとともに、個人情報保護委員会に届け出なければならない。 

（第三者提供に該当しない場合） 

第１９条 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前２

条の規定の適用については、第三者に該当しないものとする。 

（１）組合が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの全部

又は一部を委託することに伴って当該個人データが提供される場合 

（２）合併その他の事由による業務の承継に伴って個人データが提供される場 

  合 

（３）特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定の者に提供さ

れる場合であって、次に掲げる事項について、あらかじめ、本人に通知し、

又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。 

ア 共同して利用する旨 

イ 共同して利用される個人データの項目 

ウ 共同して利用する者の範囲 

エ 利用する者の利用目的 

オ 当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称 

２ 組合は、前項第３号エ又はオに規定する内容を変更する場合は、変更する内
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容について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置

かなければならない。 

（外国にある第三者への提供の制限） 

第２０条 組合は、外国（本邦の域外にある国又は地域をいう。以下同じ。）（個

人の権利利益を保護する上で我が国と同等の水準にあると認められる個人情

報の保護に関する制度を有している外国として個人情報の保護に関する法律

施行規則（平成２８年個人情報保護委員会規則第３号。以下「規則」と

いう。）で定めるものを除く。以下この条において同じ。）にある第三者（個

人データの取扱いについて法第４章第１節の規定により法第２条第５項に定

める個人情報取扱事業者（組合を除く。）が講ずべきこととされている措置に

相当する措置を継続的に講ずるために必要なものとして規則第１１条に定め

る基準に適合する体制を整備している者を除く。以下この条において同じ。）

に個人データを提供する場合には、第１７条各号に掲げる場合を除くほか、あ

らかじめ外国にある第三者への提供を認める旨の本人の同意を得なければな

らない。この場合においては、同条の規定は、適用しない。 

（第三者提供に係る記録の作成等） 

第２１条 組合は、個人データを第三者（法第２条第５項各号に掲げる者を除く。

以下この条及び次条において同じ。）に提供したときは、理事長が別に定める

ところにより、当該個人データを提供した年月日、当該第三者の氏名又は名称

その他の理事長が別に定める事項に関する記録を作成しなければならない。た

だし、当該個人データの提供が第１７条各号又は第１９条第１項各号のいずれ

か（前条の規定による個人データの提供にあっては、第１７条各号のいずれか）

に該当する場合は、この限りでない。 

２ 組合は、前項の記録を、当該記録を作成した日から次の各号に掲げる場合の

区分に応じて、それぞれ当該各号に定める期間保存しなければならない。 

（１）規程細則第１２条第３項に規定する方法により記録を作成した場合 最後

に当該記録に係る個人データの提供を行った日から起算して１年を経過す

る日までの間 

（２）規程細則第１２条第２項ただし書に規定する方法により記録を作成した場

合 最後に当該記録に係る個人データの提供を行った日から起算して３年

を経過する日までの間 

（３）前２号以外の場合 ３年 

（第三者提供を受ける際の確認等） 

第２２条 組合は、第三者から個人データの提供を受けるに際しては、理事長

が別に定めるところにより、次に掲げる事項の確認を行わなければならない。

ただし、当該個人データの提供が第１７条各号又は第１９条第１項各号のいず
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れかに該当する場合は、この限りでない。 

（１）当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者（法

人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあっては、その代表者

又は管理人）の氏名 

（２）当該第三者による当該個人データの取得の経緯 

２ 前項の第三者は、組合が同項の規定による確認を行う場合において、組合に

対して、当該確認に係る事項を偽ってはならない。 

３ 組合は、第１項の規定による確認を行ったときは、理事長が別に定めるとこ

ろにより、当該個人データの提供を受けた年月日、当該確認に係る事項その他

の理事長が別に定める事項に関する記録を作成しなければならない。 

４ 組合は、前項の記録を、当該記録を作成した日から次の各号に掲げる場合の

区分に応じて、それぞれ当該各号に定める期間保存しなければならない。 

（１）規程細則第１２条第３項に規定する方法により記録を作成した場合 最後

に当該記録に係る個人データの提供を受けた日から起算して１年を経過す

る日までの間 

（２）規程細則第１２条第２項ただし書に規定する方法により記録を作成した場

合 最後に当該記録に係る個人データの提供を受けた日から起算して３年

を経過する日までの間 

（３）前２号以外の場合 ３年 

 

第６章 保有個人データの開示等 

（保有個人データに関する事項の公表） 

第２３条 組合は、保有個人データに関し、次に掲げる事項について、本人の知

り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置かなけ

ればならない。 

（１）組合名 

（２）全ての保有個人データの利用目的（第７条第４項第１号から第３号までに

該当する場合を除く。） 

（３）次条第１項の規定による求め又は第２５条第１項、第２６条第１項若しく

は第２７条第１項若しくは第３項の規定による請求に応じる手続 

（４）第３１条第２項の規定による手数料の額 

（５）保有個人データの取扱いに関する苦情の申出先 

（保有個人データの利用目的の通知） 

第２４条 組合は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの利用目的

の通知を求められたときは、本人に対し、遅滞なく、これを通知しなければな

らない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 
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（１）前条の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明ら

かな場合 

（２）第７条第４項第１号から第３号までに該当する場合 

２ 組合は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的を通知し

ない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なくその旨を通知しなければな

らない。 

（開示） 

第２５条 本人は、組合に対し、当該本人が識別される保有個人データの開示を

請求することができる。 

２ 組合は、前項の規定による請求を受けたときは、本人に対し、書面の交付

による方法（開示の請求を行った者が同意した方法があるときは、当該方法）

により、遅滞なく、当該保有個人データを開示しなければならない。ただし、

開示することにより次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部

を開示しないことができる。 

（１）本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがあ

る場合 

（２）組合の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

（３）法令に違反することとなる場合 

３ 組合は、第１項の規定による請求に係る保有個人データの全部又は一部につ

いて開示しない旨の決定をしたとき又は当該保有個人データが存在しないと

きは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。 

４ 法令の規定により、本人に対し第２項本文に規定する方法に相当する方法に

より当該本人が識別される保有個人データの全部又は一部を開示することと

されている場合には、当該全部又は一部の保有個人データについては、第１項

及び第２項の規定は、適用しない。 

（訂正等） 

第２６条 本人は、組合に対し、当該本人が識別される保有個人データの内容が

事実でないときは、当該保有個人データの内容の訂正、追加又は削除（以下こ

の条において「訂正等」という。）を請求することができる。 

２ 組合は、前項の規定による請求を受けた場合には、その内容の訂正等に関し

て法令の規定により特別の手続が定められている場合を除き、利用目的の達成

に必要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当

該保有個人データの内容の訂正等を行わなければならない。 

３ 組合は、第１項の規定による請求に係る保有個人データの内容の全部若しく

は一部について訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたと

きは、本人に対し、遅滞なく、その旨（訂正等を行ったときは、その内容を含
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む。）を通知しなければならない。 

（利用停止等） 

第２７条 本人は、組合に対し、当該本人が識別される保有個人データが第５条

の規定に違反して取り扱われているとき又は第６条の規定に違反して取得さ

れたものであるときは、当該保有個人データの利用の停止又は消去（以下この

条において「利用停止等」という。）を請求することができる。 

２ 組合は、前項の規定による請求を受けた場合であって、その請求に理由が

あることが判明したときは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、

当該保有個人データの利用停止等を行わなければならない。ただし、当該保有

個人データの利用停止等に多額の費用を要する場合その他の利用停止等を行

うことが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代

わるべき措置をとるときは、この限りでない。 

３ 本人は、組合に対し、当該本人が識別される保有個人データが第１７条又は

第２０条の規定に違反して第三者に提供されているときは、当該保有個人デー

タの第三者への提供の停止を請求することができる。 

４ 組合は、前項の規定による請求を受けた場合であって、その請求に理由があ

ることが判明したときは、遅滞なく、当該保有個人データの第三者への提供を

停止しなければならない。ただし、当該保有個人データの第三者提供の停止に

多額の費用を要する場合その他の第三者への提供を停止することが困難な場

合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をと

るときは、この限りでない。 

５ 次の各号に定める場合には、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなけれ

ばならない。 

（１）第１項の規定による請求に係る保有個人データの全部又は一部について利

用停止等を行ったとき又は利用停止等を行わない旨の決定をしたとき。 

（２）第３項の規定による請求に係る保有個人データの全部又は一部について第

三者への提供を停止したとき若しくは第三者への提供を停止しない旨の決

定をしたとき。 

（理由の説明） 

第２８条 組合は、第２４条第２項、第２５条第３項、第２６条第３項又は前条

第５項の規定により、本人から求められ、又は請求された措置の全部又は一部

について、その措置をとらない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置を

とる旨を通知する場合は、本人に対し、その理由を説明するよう努めなければ

ならない。 

（開示等の請求等方法） 

第２９条 第２４条第１項の規定による求め又は第２５条第１項、第２６条第１
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項若しくは第２７条第１項若しくは第３項の規定による請求（以下この条及び

次条において「開示等の請求等」という。）を行う者（以下この条及び次条に

おいて「開示等の請求等を行う者」という。）は、理事長が別に定める請求（申

出）書（以下この条及び次条において「開示等請求（申出）書」という。）を

組合に提出しなければならない。 

２ 開示等の請求等を行う者は、別に定めるところにより、当該開示等の請求等

を行う者が本人又は第４項に規定する代理人であることを確認するために必

要な書類及び訂正等を求める内容が真正であることを証明する書類を開示等

請求（申出）書に添えて提出し、又は提示しなければならない。 

３ 組合は、提出された開示等請求（申出）書に不備があると認めるときは、当

該開示等の請求等を行う者に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めるこ

とができる。 

４ 開示等の請求等は、次に掲げる代理人によってすることができる。 

（１）未成年者又は成年被後見人の法定代理人 

（２）開示等の請求等をすることにつき本人が委任した代理人 

（開示等の請求等に対する決定通知） 

第３０条 組合は、開示等の請求等を行う者に対し、開示等請求（申出）書の提

出があった日から３０日以内に当該請求等に係る決定を行い、その結果を理事

長が別に定める方法により通知するものとする。ただし、前条第３項の規定に

より補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に参入

しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、組合は、事務処理上の困難その他正当な理由があ

るときは、同項に規定する期間を３０日以内（事務処理に特に長期間を要する

と認めるときは、相当の期間内）に限り延長することができる。この場合にお

いて、組合は、開示等の請求等を行う者に対し、延長後の期間及び延長の理由

を理事長が別に定める方法により通知するものとする。 

（手数料） 

第３１条 組合は、第２４条第１項の規定による利用目的の通知を求められたと

き又は第２５条第１項の規定による開示の請求を受けたときは、当該措置の実

施に関し、手数料を徴収するものとする。 

２ 前項の規定による手数料の額は、実費を勘案して合理的であると認められる

範囲内において理事長が別に定めるものとする。 

（事前の請求） 

第３２条 本人は、第２５条第１項、第２６条第１項又は第２７条第１項若しく

は第３項の規定による請求に係る訴えを提起しようとするときは、組合に対し、

あらかじめ、当該請求を行い、かつ、その到達した日から２週間を経過した後
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でなければ、その訴えを提起することができない。ただし、組合がその請求を

拒んだときは、この限りでない。 

２ 前項の請求は、その請求が通常到達すべきであった時に、到達したものとみ

なす。 

３ 前２項の規定は、第２５条第１項、第２６条第１項又は第２７条第１項若

しくは第３項の規定による請求に係る仮処分命令の申立てについて準用する。 

 

第７章 苦情処理 

（苦情処理） 

第３３条 組合は、個人情報の取扱いに関する苦情があった場合は、当該苦情に

係る事情を調査し、適切かつ迅速な処理を行うものとする。 

 

   第８章 匿名加工情報の作成等 

（匿名加工情報の作成等） 

第３４条 組合は、匿名加工情報（匿名加工情報を含む情報の集合物であって、

特定の匿名加工情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系

的に構成したものその他匿名加工情報を一定の規則に従って整理することに

より特定の匿名加工情報を容易に検索することができるように体系的に構成

した情報の集合物であって、目次、索引その他検索を容易にするためのものを

有するものに限る。以下同じ。）を作成するときは、特定の個人を識別するこ

と及びその作成に用いる個人情報を復元することができないようにするため

に必要なものとして理事長が別に定める基準に従い、当該個人情報を加工しな

ければならない。 

２ 組合は、匿名加工情報を作成したときは、その作成に用いた個人情報から削

除した記述等及び個人識別符号並びに前項の規定により行った加工の方法に

関する情報の漏えいを防止するために必要なものとして理事長が別に定める

基準に従い、これらの情報の安全管理のための措置を講じなければならない。 

３ 組合は、匿名加工情報を作成したときは、理事長が別に定めるところにより、

当該匿名加工情報に含まれる個人に関する情報の項目を公表しなければなら

ない。 

４ 組合は、匿名加工情報を作成して当該匿名加工情報を第三者に提供するとき

は、理事長が別に定めるところにより、あらかじめ、第三者に提供される匿名

加工情報に含まれる個人に関する情報の項目及びその提供の方法について公

表するとともに、当該第三者に対して、当該提供に係る情報が匿名加工情報で

ある旨を明示しなければならない。 

５ 組合は、匿名加工情報を作成して自ら当該匿名加工情報を取り扱うに当たっ
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ては、当該匿名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するた

めに、当該匿名加工情報を他の情報と照合してはならない。 

６ 組合は、匿名加工情報を作成したときは、当該匿名加工情報の安全管理のた

めに必要かつ適切な措置、当該匿名加工情報の作成その他の取扱いに関する苦

情の処理その他の当該匿名加工情報の適正な取扱いを確保するために必要な

措置を自ら講じ、かつ、当該措置の内容を公表するよう努めなければならない。 

 

第９章 その他 

（補則） 

第３５条 組合が保有する個人情報の保護に関する事項は、この規程に定めるも

ののほか、法その他の関連する法令等の定めるところによる。 

２ この規程に定めるもののほか、組合における個人情報の保護に関し必要な事

項は、理事長が別に定める。 

（見直し） 

第３６条 組合は、適切な個人情報の保護を維持するため、常に個人情報の取得

等及び管理の状況等を把握し、必要に応じて個人情報の保護のための措置を見

直すものとする。 

   附 則 

この規程は、公布の日から施行し、平成２９年５月３０日から適用する。 

 

 

 

●名古屋市職員共済組合個人番号及び特定個人情報の適正な取扱いに関する規

程の全部を改正する規程 

 

名古屋市職員共済組合個人番号及び特定個人情報の適正な取扱いに関する規

程の全部を改正する規程をここに公告する。 

   

平成３０年５月１日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合規程第１１号 

 

名古屋市職員共済組合個人番号及び特定個人情報の適正な取扱いに関す

る規程 
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 名古屋市職員共済組合個人番号及び特定個人情報の適正な取扱いに関する規

程（平成２７年名古屋市職員共済組合規程第９号）の全部を改正する。 

 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 特定個人情報等の管理体制（第３条） 

第３章 特定個人情報等の取扱い（第４条―第９条） 

第４章 特定個人情報等の管理（第１０条―第２３条） 

第５章 開示、訂正及び利用停止（第２４条―第３１条） 

第６章 雑則（第３２条） 

第７章 苦情処理（第３３条） 

第８章 その他（第３４条・第３５条） 

附則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、名古屋市職員共済組合（以下「組合」という。）における

個人番号及び特定個人情報（以下「特定個人情報等」という。）の適正な収集、

保管、利用及び提供を確保し、並びに組合が保有する保有特定個人情報の開示、

訂正、利用の停止、消去及び提供の停止を実施するために必要な措置を講じ、

もって、特定個人情報等の安全かつ適正な取扱いを図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

（１）個人情報 生存する個人に関する情報であって、次に掲げるいずれかのも

のに該当するものをいう。 

  ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しく

は電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式をいう。）で作られる記録をいう。以

下同じ。）に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作その

他の方法を用いて表された一切の事項（個人識別符号を除く。）をいう。

以下同じ。）により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と

容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができ

ることとなるものを含む。） 

イ 個人識別符号（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。
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以下「個人情報保護法」という。）第２条第２項に定めるものをいう。）が

含まれるもの 

（２）番号法 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律（平成２５年法律第２７号）をいう。 

（３）個人番号 番号法第７条第１項又は第２項の規定により、住民票コードを

変換して得られる番号であって、当該住民票コードが記載された住民票に係

る者を識別するために指定されるものをいう。 

（４）本人 個人番号によって識別される特定の個人をいう。 

（５）特定個人情報 個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用

いられる番号、記号その他の符号であって、住民票コード以外のものを含

む。) をその内容に含む個人情報をいう。 

（６）保有特定個人情報 次に掲げる者（以下「職員等」という。）が職務上作

成し、又は収集した特定個人情報（番号法第２３条第１項及び第２項に規定

する記録に記録されたものを除く。）であって、職員等が組織的に利用する

ものとして、組合が保有しているもの（文書、図画及び電磁的記録に記録さ

れているものに限る。） 

ア 組合役員若しくは職員又は役員であった者若しくは職員であった者 

イ 第１６条第１項に規定する委託先に従事する者又は従事していた者 

  ウ 第１６条第２項に規定する派遣された職員又は派遣されていた者 

（７）個人情報データベース等 個人情報を含む情報の集合物であって、次に掲

げるものをいう。 

ア 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体

系的に構成したもの 

イ アに掲げるもののほか、個人情報を一定の規則に従って整理することに

より特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成

した情報の集合物であって、目次、索引その他検索を容易にするためのも

のを有するもの 

（８）個人情報ファイル 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平

成１５年法律第５８号）第２条第６項に規定する個人情報ファイルであって

行政機関が保有するもの、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関す

る法律（平成１５年法律第５９号）第２条第６項に規定する個人情報ファイ

ルであって独立行政法人等が保有するもの又は個人情報保護法第２条第４

項に規定する個人情報データベース等であって行政機関及び独立行政法人

等以外の者が保有するものをいう。 

（９）特定個人情報ファイル 個人番号をその内容に含む個人情報ファイルをい

う。 
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（１０）個人番号利用事務 行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他の

行政事務を処理する者が番号法第９条第１項又は第２項の規定によりその

保有する特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管

理するために必要な限度で個人番号を利用して行う事務をいう。 

（１１）個人番号関係事務 番号法第９条第３項の規定により個人番号利用事務

に関して行われる他人の個人番号を必要な限度で利用して行う事務をいう。 

（１２）個人番号利用事務実施者 個人番号利用事務を処理する者及び個人番号

利用事務の全部又は一部の委託を受けた者をいう。 

（１３）個人番号関係事務実施者 個人番号関係事務を処理する者及び個人番号

関係事務の全部又は一部の委託を受けた者をいう。 

 

第２章 特定個人情報等の管理体制 

（特定個人情報保護総括責任者、特定個人情報保護責任者及び特定個人情報 

保護監査責任者） 

第３条 特定個人情報等の安全管理のため、組合に特定個人情報保護総括責任者、

特定個人情報保護責任者及び特定個人情報保護監査責任者を置く。 

 

第３章 特定個人情報等の取扱い 

（個人番号の提供の要求） 

第４条 組合は、個人番号利用事務又は個人番号関係事務（以下「個人番号利用

事務等」という。）を処理するために必要があるときは、本人又は他の個人番

号利用事務実施者及び個人番号関係事務実施者（以下「個人番号利用事務等実

施者」という。）に対し個人番号の提供を求めることができる。 

２ 組合は、個人番号利用事務を処理するために必要があるときは、住民基本台

帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０条の９の規定により、地方公共団体情

報システム機構に対し同条に規定する機構保存本人確認情報の提供を求める

ことができる。 

（個人番号の提供の求めの制限及び特定個人情報の収集等の制限） 

第５条 組合は、番号法第１９条各号のいずれかに該当して特定個人情報の提供

を受けることができる場合を除き、個人番号の提供を求めてはならない。 

２ 組合は、番号法第１９条各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個人情

報を収集し、又は保管してはならない。 

３ 組合は、個人番号利用事務等を処理する必要がなくなった場合は、所管法令

において定められた保存期間の経過後、速やかに個人番号を廃棄又は削除しな

ければならない。 

（利用目的の特定) 
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第６条 組合は、特定個人情報等を取り扱うに当たっては、その利用の目的（以

下「利用目的」という。）をできる限り特定しなければならない。 

２ 組合は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と関連性を有する

と合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

（収集に際しての利用目的の通知等） 

第７条 組合は、特定個人情報等を収集した場合は、あらかじめその利用目的を

公表している場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公

表しなければならない。 

２ 組合は、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結することに伴っ

て契約書その他の書面（電磁的記録を含む。以下この項において同じ。）に記

載された当該本人の特定個人情報等を収集する場合その他本人から直接

書面に記載された当該本人の特定個人情報等を収集する場合は、あらかじめ、

本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。ただし、人の生命、身

体又は財産の保護のため緊急に必要がある場合は、この限りでない。 

３ 組合は、利用目的を変更した場合は、変更した利用目的について、本人に通

知し、又は公表しなければならない。 

４ 前３項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

（１）人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要があるとき。 

（２）利用目的を本人に明示することにより、本人又は第三者の生命、身  体、

財産その他の権利利益を害するおそれがあるとき。 

（３）利用目的を本人に明示することにより、組合が行う業務又は事業の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

（４）収集の状況からみて利用目的が明らかであると認められるとき。 

（適正な収集） 

第８条 組合は、偽りその他不正の手段により特定個人情報等を収集してはなら

ない。 

（本人確認の措置） 

第９条 組合は、第４条第１項の規定により本人から個人番号の提供を受けると

きは、番号法第１６条の規定により、本人又はその代理人から個人番号及びそ

の者が個人番号によって識別される本人であることを確認するための措置を

とらなければならない。 

 

第４章 特定個人情報等の管理 

（正確性の確保等） 

第１０条 組合は、利用目的の達成に必要な範囲内において、保有特定個人情

報を正確かつ最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、
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当該保有特定個人情報を遅滞なく消去するよう努めなければならない。 

（保有特定個人情報に関する事項の公表等） 

第１１条 組合は、保有特定個人情報に関し、次に掲げる事項について、本人の

知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置かな

ければならない。 

（１）全ての保有特定個人情報の利用目的（第７条第４項第１号から第３号まで

に該当する場合を除く。） 

（２）第２３条第１項の規定による求め又は第２４条第１項、第２５条第１項若

しくは第２６条第１項若しくは第３項の規定による請求に応じる手続 

（３）第３０条第２項の規定による手数料の額 

（４）保有特定個人情報の取扱いに関する苦情の申出先 

（安全確保の措置） 

第１２条 組合は、個人番号（生存する個人のものだけでなく死者のものも含む。）

の漏えい、滅失又は毀損（以下「漏えい等」という。）の防止その他の個人番

号の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 組合は、その取り扱う保有特定個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その

他の保有特定個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなけれ

ばならない。 

（職員等の義務） 

第１３条 特定個人情報等の取扱いに従事する職員等は、その業務に関して知り

得た特定個人情報等の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用し

てはならない。 

（職員等の監督） 

第１４条 組合は、職員等に特定個人情報等を取り扱わせるに当たっては、当該

特定個人情報等の安全管理が図られるよう、必要かつ適切な監督を行わなけれ

ばならない。 

（教育・訓練の実施） 

第１５条 組合は、職員等の知識・技能の習得及び特定個人情報等の保護に対す

る職業倫理の向上のため、職員等に職責、経験等を考慮した教育・訓練を行う

ものとする。 

（委託先の監督） 

第１６条 組合は、個人番号利用事務等の全部又は一部を委託する場合は、特 

定個人情報等に関する秘密保持その他特定個人情報等の保護の水準を満たし

ている者を委託先とし、委託先が講じるべき安全管理措置等に関し必要な事項

を委託契約書等に明記するものとする。 

２ 組合は、特定個人情報等の取扱いを派遣協定等により派遣された職員等に行
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わせる場合には、特定個人情報等の適切な取扱いに関する事項を当該派遣協定

書に明記するものとする。 

３ 組合は、当該委託に係る個人番号利用事務等において取り扱う特定個人情報

等の安全管理が図られるよう、委託先に対し必要かつ適切な監督を行うものと

する。 

（再委託等） 

第１７条 前条第１項の規定により組合から委託を受けた者（以下この条におい

て「受託者」という。）は、事前に組合の許諾を書面により得た場合に限り、

その委託業務の全部又は一部を第三者に再委託することができるものとする。 

２ 受託者は、前項に基づき委託業務の全部又は一部を第三者に再委託する場合

（次項において「再委託を行う場合」という。）には、特定個人情報等に関す

る秘密保持その他特定個人情報等の保護の水準を満たしている者を再委託先

とし、再委託先に講じるべき安全管理措置等に関し必要な事項を委託契約書等

に明記するものとする。 

３ 受託者は、再委託を行う場合には、再委託先に対し、必要かつ適切な監督を

行うものとする。 

（事故発生時の対応） 

第１８条 特定個人情報等の漏えい等の事案の発生又はその兆候を察知した者

は、直ちに特定個人情報保護責任者に報告しなければならない。 

２ 特定個人情報保護責任者は、前項の規定により、特定個人情報等の漏えい等

の事案の兆候の連絡を受けた場合には、事故を事前に防ぐための必要な措置を

講じるものとする。 

３ 特定個人情報保護責任者は、特定個人情報等の漏えい等の事案の発生又はそ

の兆候を把握した場合には、速やかに特定個人情報保護総括責任者に報告する

ものとする。 

４ 特定個人情報保護総括責任者は、前項の規定により、特定個人情報等の漏え

い等の事故発生の連絡を受けた場合には、速やかに事故の経緯及び被害状況等

を調査し、復旧のための必要な措置を講じるとともに、当該事故の状況等につ

いて理事長に報告しなければならない。 

５ 前項の規定による報告のうち、長期給付に関する事項については、全国市町

村職員共済組合連合会にも併せて報告しなければならない。 

６ 理事長は、第４項の規定により、特定個人情報等の漏えい等の事故発生の連

絡を受けた場合は、個人情報保護委員会に報告しなければならない。ただし、

個人情報保護法第４４条第１項の規定により、同法４０条第１項の規定による

権限が総務大臣に委任された場合は、総務大臣の指示に基づいて行うものとす

る。 
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（個人番号の利用制限） 

第１９条 組合は、番号法第９条に規定される利用の範囲内でのみ個人番号を利

用するものとする。 

（保有特定個人情報の利用目的による制限） 

第２０条 組合は、第６条の規定により特定した利用目的の達成に必要な範囲を

超えて、保有特定個人情報を取り扱わないものとする。 

２ 前項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

（１）番号法第９条第４項の規定に基づく場合 

（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の

同意があり、又は本人の同意を得ることが困難であるとき。 

（特定個人情報ファイルの作成の制限） 

第２１条 組合は、番号法第１９条第１２号から第１６号までのいずれかに該当

して特定個人情報を提供し、又はその提供を受けることができる場合を除き、

個人番号利用事務等を処理するために必要な範囲を超えて特定個人情報ファ

イルを作成してはならない。 

（特定個人情報の提供の制限） 

第２２条 組合は、番号法第１９条各号のいずれかに該当する場合を除き、特定

個人情報を提供してはならない。 

（保有特定個人情報の利用目的の通知） 

第２３条 組合は、本人から、当該本人が識別される保有特定個人情報の利用目

的の通知を求められたときは、本人に対し、遅滞なく、これを通知しなければ

ならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

（１）第１１条の規定により当該本人が識別される保有特定個人情報の利用目的

が明らかな場合 

（２）第７条第４項第１号から第３号までに該当する場合 

２ 組合は、前項の規定に基づき求められた保有特定個人情報の利用目的を通知

しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なくその旨を通知しなければ

ならない。 

 

第５章 開示、訂正及び利用停止 

（開示） 

第２４条 本人は、組合に対し、当該本人が識別される保有特定個人情報の開示

を請求することができる。 

２ 組合は、前項の規定による請求を受けたときは、本人に対し、書面の交付

による方法（開示の請求を行った者が同意した方法があるときは、当該方法）

により、遅滞なく当該保有特定個人情報を開示しなければならない。ただし、
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開示することにより次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部

を開示しないことができる。 

（１）本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがあ

る場合 

（２）組合の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

（３）法令に違反することとなる場合 

３ 組合は、第１項の規定による請求に係る保有特定個人情報の全部又は一部に

ついて開示しない旨の決定をしたとき、又は当該保有特定個人情報が存在しな

いときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。 

４ 法令の規定により、本人に対し第２項本文に規定する方法に相当する方法

により当該本人が識別される保有特定個人情報の全部又は一部を開示するこ 

ととされている場合には、当該全部又は一部の保有特定個人情報について 

は、第１項及び第２項の規定は、適用しない。 

（訂正等） 

第２５条 本人は、組合に対し、当該本人が識別される保有特定個人情報の内容

が事実でないときは、当該保有特定個人情報の内容の訂正、追加又は削除（以

下この条において「訂正等」という。）を請求することができる。 

２ 組合は、前項の規定による請求を受けた場合には、その内容の訂正等に関し

て法令の規定により特別の手続が定められている場合を除き、利用目的の達成

に必要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当

該保有特定個人情報の内容の訂正等を行わなければならない。 

３ 組合は、第１項の規定による請求に係る保有特定個人情報の内容の全部若し

くは一部について訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をした

ときは、本人に対し、遅滞なく、その旨（訂正等を行ったときは、その内容を

含む。）を通知しなければならない。 

（利用停止等） 

第２６条 本人は、組合に対し、当該本人が識別される保有特定個人情報が第８

条の規定に違反して収集されたものであるとき又は第２０条の規定に違反し

て取り扱われているときは、当該保有特定個人情報の利用の停止又は消去（以

下この条において「利用停止等」という。）を請求することができる。 

２ 組合は、前項の規定による請求を受けた場合であって、その請求に理由が

あることが判明したときは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、

当該保有特定個人情報の利用停止等を行わなければならない。ただし、当該保

有特定個人情報の利用停止等に多額の費用を要する場合その他の利用停止等

を行うことが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれ

に代わるべき措置をとるときは、この限りでない。 
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３ 本人は、組合に対し、当該本人が識別される保有特定個人情報が番号法第１

９条の規定に違反して第三者に提供されているときは、当該保有特定個人情報

の第三者への提供の停止を請求することができる。 

４ 組合は、前項の規定による請求を受けた場合であって、その請求に理由があ

ることが判明したときは、遅滞なく、当該保有特定個人情報の第三者への提供

を停止しなければならない。ただし、当該保有特定個人情報の第三者提供の停

止に多額の費用を要する場合その他の第三者への提供を停止することが困難

な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置

をとるときは、この限りでない。 

５ 次の各号に定める場合には、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなけれ

ばならない。 

（１）第１項の規定による請求に係る保有特定個人情報の全部若しくは一部につ

いて利用停止等を行ったとき若しくは利用停止等を行わない旨の決定をし

たとき 

（２）第３項の規定による請求に係る保有特定個人情報の全部若しくは一部につ

いて第三者への提供を停止したとき若しくは第三者への提供を停止しない

旨の決定をしたとき 

（理由の説明） 

第２７条 組合は、第２３条第２項、第２４条第３項、第２５条第３項又は前条

第５項の規定により、本人から求められ、又は請求された措置の全部又は一部

について、その措置をとらない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置を

とる旨を通知する場合は、本人に対し、その理由を説明するよう努めなければ

ならない。 

（開示等の請求等方法） 

第２８条 第２３条第１項の規定による求め又は第２４条第１項、第２５条第１

項又は第２６条第１項若しくは第３項の規定による請求（以下この条及び次条

において「開示等の請求等」という。）を行う者（以下この条及び次条におい

て「開示等の請求等を行う者」という。）は、理事長が別に定める請求（申出）

書（以下この条及び次条において「開示等請求（申出）書」という。）を組合

に提出しなければならない。 

２ 開示等の請求等を行う者は、別に定めるところにより、当該開示等の請求等

を行う者が本人又は第４項に規定する代理人であることを確認するために必

要な書類及び訂正等を求める内容が真正であることを証明する書類を開示等

請求（申出）書に添えて提出し、又は提示しなければならない。 

３ 組合は、提出された開示等請求（申出）書に不備があると認めるときは、当

該開示等の請求等を行う者に対し、相当の期間を定めて、その補正を求め 
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ることができる。 

４ 開示等の請求等は、次に掲げる代理人によってすることができる。 

（１）未成年者又は成年被後見人の法定代理人 

（２）開示等の請求等をすることにつき本人が委任した代理人 

（開示等の請求等に対する決定通知） 

第２９条 組合は、開示等の請求等を行う者に対し、開示等請求（申出）書の提

出があった日から３０日以内に当該請求等に係る決定を行い、その結果を理事

長が別に定める方法により通知するものとする。ただし、前条第３項の規定に

より補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に参入

しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、組合は、事務処理上の困難その他正当な理由があ

るときは、同項に規定する期間を３０日以内（事務処理に特に長期間を要する

と認めるときは、相当の期間内）に限り延長することができる。この場合にお

いて、組合は、開示等の請求等を行う者に対し、延長後の期間及び延長の理由

を理事長が別に定める方法により通知するものとする。 

（手数料） 

第３０条 組合は、第２３条第１項の規定による利用目的の通知を求められたと

き、又は第２４条第１項の規定による開示の請求を受けたときは、当該措置の

実施に関し、手数料を徴収するものとする。 

２ 前項の規定による手数料の額は、実費を勘案して合理的であると認められる

範囲内において理事長が別に定めるものとする。 

 （事前の請求） 

第３１条 本人は、第２４条第 1 項、第２５条第 1 項又は第２６条第 1 項若しく

は第３項の規定による請求に係る訴えを提起しようとするときは、組合に対し、

あらかじめ、当該請求を行い、かつ、その到達した日から２週間を経過した後

でなければ、その訴えを提起することができない。ただし、組合がその請求を

拒んだときは、この限りでない。 

２ 前項の請求は、その請求が通常到達すべきであった時に、到達したものとみ

なす。 

３ 前２項の規定は、第２４条第１項、第２５条第１項又は第２６条第１項若 

しくは第３項の規定による請求に係る仮処分命令の申立てについて準用する。 

 

第６章 雑則  

（適用除外等）  

第３２条 名古屋市職員共済組合個人情報保護規程（平成３０年名古屋市職員共

済組合規程第○号）は、組合における特定個人情報等の取扱い並びに保有特定
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個人情報の開示、訂正及び利用停止については、適用しない。 

 

第７章 苦情処理 

（苦情処理） 

第３３条 組合は、組合における特定個人情報等の取扱いに関する苦情があった

場合は、当該苦情に係る事情を調査し、適切かつ迅速な処理を行うものとする。 

 

第８章 その他 

（補則） 

第３４条 組合が保有する特定個人情報等の適正な取扱いに関する事項は、この

規程に定めるもののほか、番号法及び個人情報保護法その他の関連する法令等

の定めるところによる。 

２ この規程に定めるもののほか、組合における特定個人情報等の適正な取扱い

に関し必要な事項は、理事長が別に定める。 

（見直し） 

第３５条 組合は、特定個人情報等の安全かつ適正な取扱いを維持するため、常

に特定個人情報等の収集等及び管理の状況等を把握し、必要に応じて特定個人

情報等の適正な取扱いのための措置を見直すものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、公布の日から施行し、平成２９年５月３０日から適用する。 

（情報提供ネットワークシステムによる特定個人情報の情報連携） 

２ 組合は、番号法別表第二の第一欄及び第三欄に掲げる者として、情報提供ネ

ットワークシステムによる特定個人情報の情報連携等を行うことに関し必要

な事項を別に定めるものとする。 
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４ 予算 

 

●平成 30 年度事業計画及び予算 

 

平成 30 年度事業計画及び予算をここに公告する。 

平成 30 年 3 月 31 日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀場 和夫 

 

名古屋市職員共済組合公告第 4 号 

平成 30 年度事業計画及び予算 

（ 以下予算書のとおり） 
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５ 決算 

 

●平成 29 年度決算 

 

平成 29 年度決算をここに公告する。 

平成 30 年 6 月 13 日 

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀場 和夫 

 

名古屋市職員共済組合公告第 10 号 

平成 29 年度決算 

（ 以下決算書のとおり） 
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1 議員・役員 共済課短期給付係長解任

議員解任

名古屋市事務職員 近 藤 啓 介

議 員 三 芳 研 二 事業課事業係長解任

議 員 丹 羽 吉 彦

議員辞任 名古屋市事務職員 鈴 木 雅 崇

事業課保健指導係係長心得解任

議 員 岩 本 洋

議 員 安 井 元 啓 事 務 局 職 員 柴 山 友 貴

役員退職 事業課健診係長解任

理事長職務代理者 三 芳 研 二 事 務 局 職 員 高 野 邦 夫

議員任命 事務局職員及び出納員解任

総 務 局 長 山 本 正 雄 名古屋市事務職員 須 原 章 貴

上 下 水 道 局 長 宮 村 喜 明 名古屋市事務職員 村 岡 範 久

役員就職 名古屋市事務職員 秋 田 喜 義

名古屋市事務職員 酒 井 絢 子

理事長職務代理者 山 本 正 雄 次長任命

補欠選挙に伴う互選議員当選

名古屋市事務職員 丸 山 信 之

名 古 屋 市 立 大 学 豊 島 行 男 事務係長任命

消 防 局 田 中 亮 三

名古屋市事務職員 尾 関 修

2 事務局監査員 長期給付係長任命

監査員解任

名古屋市事務職員 冨 野 龍 太

財政局財政部財政課長 武 田 淳 短期給付係長任命

交通局営業本部企画財務部財務課長 永 田 賢 也

監査員任命 名古屋市事務職員 近 藤 啓 介

事業係長任命

財政局財政部財政課長 髙 田 克 己

交通局営業本部企画財務部財務課長 安 保 建 吾 名古屋市事務職員 鈴 木 雅 崇

保健指導係係長心得任命

3 事務局職員

共済課長解任 事 務 局 職 員 柴 山 友 貴

出納員任命

名古屋市事務職員 丸 山 信 之

事業課長及び出納役解任 事 務 局 職 員 小 林 正 則

名古屋市事務職員 倉 豊

共済課事務係長解任

名古屋市事務職員 尾 関 修

共済課長期給付係長解任

名古屋市事務職員 冨 野 龍 太

平成30年3月31日

平成30年3月31日

平成30年3月31日

平成30年4月1日

平成30年3月31日

平成30年3月31日

平成30年4月1日

平成30年4月1日

人事異動

平成30年3月31日

平成30年3月31日

平成30年4月1日

平成30年3月31日

平成30年3月31日

平成30年3月31日

平成30年3月31日

平成30年3月31日

平成30年4月1日

平成30年4月17日

平成30年3月31日

平成30年5月11日

平成30年4月1日

平成30年4月1日

平成30年4月1日

平成30年4月1日
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